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３．計画に基づき実施する事業 

 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 
       設備の整備に関する事業 

 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 
口腔ケア連携事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,600 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県鳴門病院・徳島県歯科医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想の実現のためには、平均在院日数の短縮や退院後

の患者に対する医療提供体制の充実が重要であり、周術期におけ

る口腔衛生管理は術後予後の改善につながるとされる。 

そこで、歯科標榜のない病院においても入院時の口腔衛生管理

の充実により平均在院日数の短縮を図るとともに、転院・退院後

においても医科歯科が連携した医療提供体制の質的・量的充実、

急性期から在宅医療に至るまでの流れの更なる円滑化を図る必

要がある。 

アウトカム指標：平均在院日数 38.6 日（平成 28 年度）→38.0

日（平成 31 年度までに）  

事業の内容 １ 口腔ケア継続支援事業 
歯科標榜のない病院において常勤の歯科衛生士を配置し、入院

患者に対する地域の歯科医師との連携による口腔ケアを行うと

ともに、退院後においてもシームレスに口腔ケアを実施できるよ

うに体制の構築を図る。 
 

２ 口腔ケア連携強化事業 
歯科標榜のない病院に歯科医師、歯科衛生士を派遣し、各種治

療を行うがん患者が口腔管理を受けられるよう調整を行う。ま

た、医科歯科連携のあり方等の調査検討を行うとともに、歯科医

師、歯科衛生士に対する研修を実施し、人材を育成する。 

アウトプット指標 １ 地域医療機関等の職員対象の研修会の開催 １回 
２ 医科歯科連携強化のための研修会の受講者 ９０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修等により人材を育成し、効果的・効率的な医療提供体制の

構築を図ることで、平均在院日数の短縮を目指す。 

9



事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,600 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,733 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,867 

民 (千円) 

7,733 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,600 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

6,000 

備考（注３）  

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 
阿南医療センター整備支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,500,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

南部 

事業の実施主体 徳島県厚生農業協同組合連合会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来あるべき医療提供体制の構築を進めるに当たっては、限ら

れた医療資源を有効に活用するため、より効率的で効果的な体制

の検討が求められている。 

このため、医師の高齢化や慢性的な医師不足により、現状のまま

では、地域医療体制を維持していくことが困難な状況となってい

る、阿南医師会中央病院と阿南共栄病院を統合して、阿南医療セ

ンターを整備し、南部地域における地域医療構想の実現を図る必

要がある。 

アウトカム指標：南部圏域における機能ごとの病床数 

高度急性期病床：約２００床 

急性期病床  ：約６００床 

回復期病床  ：約６００床 

慢性期病床  ：約６００床 

（平成３７年度までに） 

事業の内容 徳島県南部圏域の中核病院である阿南医師会中央病院（２２９

床）と阿南共栄病院（３４３床）を統合し、街づくりと一体型の

医療機関として「阿南医療センター」を整備するとともに地域医

療機関との連携を促進し、地域完結型医療体制を実現する。 
<病院概要> 
名 称  阿南医療センター 
所在地  徳島県阿南市宝田町川原 
病床数  ３９８床 
指定・認定（予定） 
・地域医療支援病院・救急告示病院・災害拠点病院 
・地域がん診療連携病院・臨床研修指定病院・開放型病院 

アウトプット指標 ・基金を活用して整備する医療機関における病床数 
急性期病床 ２７８床 
回復期病床  ７０床 
慢性期病床  ５０床 

アウトカムとアウトプット 阿南医療センターを整備し、病床機能の転換等による地域医療
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の関連 機関との連携を促進することで、地域における病床機能の分化・

連携を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,500,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

250,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

500,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

250,000 

民 (千円) 

250,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

750,000 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

750,000 

備考（注３）  

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 
病床機能分化・連携促進基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

300,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 各医療機関等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想において必要となる機能区分毎の病床を確保す

るため、病床の機能転換等に関する整備を推進する必要がある。 

アウトカム指標：３０年度基金を活用して整備を行う回復期の病

床数１０床 

事業の内容 医療機関が地域医療構想において必要とされる病床機能への

転換等を行うために必要な施設整備費又は設備整備費を支援す

る。 
アウトプット指標 ・整備を行う施設数：１施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

病床機能の転換等により、2025 年の病床の必要量と、現時点

での病床数とのかい離の解消に寄与する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

300,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

100,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

50,000 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

150,000 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

150,000 

備考（注３）  

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 
医療と介護の空きサービス情報共有化推進

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,100 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・西部 

事業の実施主体 美馬市医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 在宅療養患者を支援する医療･介護資源や人材が不足している

当地域においては、医療と介護に至るまでの一連のサービスが切

れ目なく提供される体制づくりが求められている。また、早期の

家庭復帰、社会復帰を実現するためには多職種による協働、連携

の体制を整備することが急がれる。 

アウトカム指標：平均在院日数 

38.6 日（平成２８年度） → 38.0 日 （平成３１年度までに）  

事業の内容  入院や訪問診療等の医療機関、在宅医療に関わる機関で提供さ

れているサービスの内容や利用状況を、ＩＣＴを活用してリアル

タイムで共有することができるシステムの運用地域を拡大する。

地域の実情を踏まえた急性期から在宅医療介護までの機能分化

と連携の推進により、医療機関相互の連携や医療と介護の緊密な

連携が図られ、患者や利用者の状態に応じた地域完結型の医療提

供体制を構築する。 

アウトプット指標 システム運用対象地域の拡大（２４機関→４５機関） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 入院医療機関や介護事業所の空き情報や提供されているサー

ビスを効率的かつ迅速に把握することが可能となる地域が増加

することで、限られた医療・介護資源が有効に活用され県下全域

での平均在院日数の短縮に寄与する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,100 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

667 

民 (千円) 

1,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,000 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

100 

備考（注３）  
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 
ＩＣＴを活用した感染対策の地域基盤整備

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島大学病院 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高度急性期から退院後の受け皿となる在宅医療等に至るまで

の連携について、感染症の側面では、耐性菌やアウトブレイク発

症により円滑に進んでいない現状が見受けられる。各機能を担う

医療機関との医療機能分化と連携を進めるため、患者の療養をサ

ポートできるまでの体制整備を図る必要がある。 

アウトカム指標： 徳島県感染地域ネットワーク ICT システムを

使用しての相談依頼件数１４件(Ｈ２９年)→１５件(Ｈ３０年） 

事業の内容  徳島大学病院が急性期を担う基幹病院として機能を発揮し、Ｉ

ＣＴシステムを活用して各医療施設等が感染症や耐性菌等に関

する患者情報を共有して相談できる体制を整えることにより、後

方支援病院へ的確な感染制御に関する情報を提供することがで

き、急性期から慢性期機能を担う医療機関との医療機能分化と連

携を促進し、病院完結型の医療から地域完結型の医療への転換を

図る。 

アウトプット指標 徳島県感染地域ネットワーク ICT システムの新規登録施設数 
２０件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 ICT システムを活用することにより患者情報等を共有し、効果

的・効率的な医療施設相互の連携を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

667 

基金 国（Ａ） (千円) 

667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

333 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,000 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 
在宅歯科医療連携室運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,260 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県歯科医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 多職種と連携し、在宅療養者のケアプラン中に適切な口腔ケア

を組み込み、在宅療養者の口腔ケアを行うことができる訪問歯科

診療体制の構築が必要。 

アウトカム指標：訪問歯科診療依頼累計件数 
477 件(H23 年度～H29 年度） 

→502 件(H23 年度～H30 年度) 
事業の内容 地域に根ざした在宅訪問歯科診療を推進するため、東部・南

部・西部の県内３箇所に設置した在宅歯科医療連携室において、

訪問歯科診療に係る相談や歯科診療所の紹介、訪問歯科医療機器

の貸出等を行うとともに、関係職種と歯科診療所との連携調整業

務や住民への広報活動を行う。 

また、引き続き、歯科医療安全確保のための研修会を開催する

とともに、地域包括ケアシステムにおける在宅歯科医療のニーズ

調査をもとに、今後の在宅歯科医療連携室の在り方を検討する。 

アウトプット指標 ・在宅歯科医療連携室だよりの配布部数  2,000 部（H30） 

・歯科診療機器の貸出による診療件数 1,000 件（H30） 

・歯科診療安全確保のためのスキルアップ研修会  3 回（H30） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 より一層の訪問歯科診療推進を図るため、多職種との連携を強

化し、また訪問歯科診療在宅療養機材の貸出を行い、在宅療養者

が歯科診療を受診しやすい環境を整える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,260 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,507 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,753 

民 (千円) 

7,507 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,260 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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その他（Ｃ） (千円) 

 

(千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 
在宅医療支援のためのかかりつけ医研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

54,700 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 全人的な医療を提供できる医師を増加させることにより、患者

が入院医療機関から住み慣れた地域への在宅復帰（退院）を安心

して選択できる、在宅医療提供体制の充実を図る必要がある。 

アウトカム指標：平均在院日数 

38.6 日（平成２８年度） → 38.0 日 （平成３１年度までに）  

事業の内容 在宅医療において、日常遭遇する疾患や障害に対して適切な初期対応

と必要に応じた継続医療を全人的に提供できるよう、専門領域に関わら

ず、かかりつけ医としての幅広い知識向上のための研修を行う。 

また、在宅医療に携わる従事者の支援として、在宅チーム医療の現場で

のリーダー（医師）の育成を目的とした研修会を開催する。 

アウトプット指標 ・研修会の開催件数   ４５回 

・研修の参加医師参加者数  のべ ３，０００人 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

 在宅医療を中心に、全人的な医療を提供できるかかりつけ医を

養成することを目的とした研修を行うことで、自宅等の住み慣れ

た地域への在宅復帰（退院）を選択する患者の増加と、入院期間

の短縮を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

54,700 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

18,233 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,117 

民 (千円) 

18,233 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

27,350 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

27,350 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 
在宅医療課題解決策支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 患者の入院医療機関から住み慣れた地域への在宅復帰（退院）

を推進するためには、在宅医療・介護の連携に取り組んでいる関

係者間の情報共有及び協働が必要。 

アウトカム指標：平均在院日数 38.6 日（平成２８年度） 

             → 38.0 日 （平成３１年度までに） 

事業の内容  在宅医療に関わる様々な職種に共通している課題の抽出を行

い、各関係機関等に普及・啓発等を行うことで、課題及び解決策

の共有を図る。 

アウトプット指標  課題解決に向けた取組の普及・啓発を目的とした会議等に出席 
する職種の数及び総人数 → ３職種及び１０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 在宅療養に関係する多職種に課題解決の方法等を共有してい

ただくことで、スムーズな在宅復帰（退院）に繋がり、平均在院

日数の短縮に繫がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 
訪問看護体制支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,468 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県看護協会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在院日数の短縮化や，医療ニーズの高い在宅療養者に対する適切

な看護サービスの提供が求められる中，在宅医療は慢性期及び回

復期患者の受け皿として，さらに看取りを含む医療提供体制の基

盤の一つとして期待されている。 

アウトカム指標：訪問看護ステーション利用者数 
          2,889 名   (平成 28 年度) 
         →2,900 名   (平成 31 年度までに) 

事業の内容 県民が住み慣れた地域の中で療養生活が送ることができるよう

に，「訪問看護支援センター」を中心に，医療機関等と連携し，

訪問看護に関する相談・教育研修等を行うことにより 24 時間・

365 日訪問看護が提供できる体制を構築することを支援する。 

アウトプット指標 訪問看護に関する研修等の開催 10 回 
研修への参加者数 延 200 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護の提供体制が整備され，在宅療養の環境が整うことによ

り，訪問看護を利用する人が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

40,468 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

467 

基金 国（Ａ） (千円) 

26,979 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,489 

民 (千円) 

26,512 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

40,468 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 
慢性期機能における医療介護連携推進のた

めの研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,450 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県慢性期医療協会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 今後、慢性期医療を有する療養病床から退院（在宅復帰）する

患者及び早期の退院（在宅復帰）者の増加にともない、医療機関

における退院調整部門以外の職員においても、入院から退院（在

宅復帰）まで、課題分析等に対応する必要がある。 

アウトカム指標：平均在院日数 

38.6 日（平成２８年度） → 38.0 日 （平成３１年度までに）  

事業の内容  慢性期機能を有する医療機関におけるスタッフ（作業療法士・

管理栄養士 等）に対し、病院・施設内での医療的な対応のみな

らず、様々な状況を想定した在宅療養への移行や在宅療養者への

適切な対応を学ぶ、質の高い慢性期医療の提供を目指した研修会

を開催する。 

アウトプット指標 ・研修会開催数 ３回（平成３０年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 慢性期機能を有する医療機関のスタッフへ在宅療養への移行

の意識付けがなされることにより、退院（在宅復帰）を選択する

患者が、早期の退院（在宅復帰）を選ぶ割合が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,450 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,633 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

817 

民 (千円) 

1,633 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,450 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 
在宅医療提供体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,100 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 患者の入院医療機関から住み慣れた地域への在宅復帰（退院）

を推進するためには、県内各地域において、在宅医療・介護の連

携に取り組んでいる関係者間の情報共有及び協働が必要。 

アウトカム指標：平均在院日数 38.6 日（平成２８年度） 

             → 38.0日 （平成３１年度までに） 

事業の内容  県内全域で質の高い在宅医療・介護が受けられる環境を整える

ため、在宅医療のあり方や将来の方向性の検討や意見を聴き取る

「在宅医療・介護推進協議会」を開催する。 

アウトプット指標 「在宅医療・介護推進協議会」参加者数 ２０人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 在宅医療・介護のあり方を検討する協議会を通じ、地域におい

て在宅医療・介護の連携に取り組んでいる関係者間で、地域の特

性（中心地域／中山間地域）に応じた効率的な在宅医療の提供体

制の共通認識が醸成されることで、自宅等の住み慣れた地域への

在宅復帰（退院）を選択する患者の増加と、入院期間の短縮を促

進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,100 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,400 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,067 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,033 

民 (千円) 

667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,100 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

667 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
  

24



(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 
在宅医療・介護コーディネート事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 患者の入院医療機関から住み慣れた地域への在宅復帰（退院）

を推進するためには、在宅医療・介護の連携に取り組んでいる関

係者間の情報共有及び協働が必要。 

アウトカム指標：県内における退院時連絡実施率の増加 
退院時連絡実施率 76.5% （平成２８年１２月時点） 
        →78.0% （平成３１年度までに） 

 
※退院時連絡実施率…介護支援専門員等が把握している退院患

者の内、退院時に入院医療機関から介護支援専門員等へ連絡があ

った割合。 

事業の内容  地域包括ケアシステムの構築及び在宅医療・介護サービスの充

実に向けて、市町村のサポートや市町村圏域を越えた課題の解決

等に対して、保健所が中心となり対応する。2 次（1.5 次）医療

圏単位での、在宅療養患者の入退院時の円滑な情報共有に向けた

「退院支援ルール」の定着を図る。 

アウトプット指標 退院支援ルールの定着・改善に係る会議の開催 ３回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 退院支援連絡実施率が増加することで、スムーズな在宅復帰

（退院）に繋がり、平均在院日数の短縮に繫がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

4,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,000 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 
退院支援担当者配置等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

51,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 患者の入院医療機関から住み慣れた地域への在宅復帰（退院）

を推進するためには、県内各地域において、在宅医療・介護の連

携に取り組んでいる関係者間の情報共有及び協働が必要。 

アウトカム指標：平均在院日数 38.6 日（平成２８年度） 

             → 38.0 日 （平成３１年度までに） 

事業の内容  退院後、間もない再入院や要介護度の悪化を防ぐため、適切な

退院調整を行い、患者の状況に応じた在宅医療・介護サービスの

提供を行う必要があることから、医療機関の退院支援担当者の配

置を支援する。 

アウトプット指標 本事業を活用して退院支援担当者を配置する医療機関数 
５機関（平成３０年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 適切な退院支援業務を行う担当者の配置を行う医療機関が増

加することで、スムーズな退院（在宅復帰）に繋がり、平均在院

日数の短縮に繫がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

51,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

17,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,500 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

25,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

25,500 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 
在宅医療・介護連携サポート事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 患者の入院医療機関から住み慣れた地域への在宅復帰（退院）

を推進するためには、県内各地域において、在宅医療・介護の連

携に取り組んでいる関係者間の情報共有及び協働が必要。 

アウトカム指標：平均在院日数 38.6 日（平成２８年度） 

             → 38.0 日 （平成３１年度までに） 

事業の内容  訪問診療を受けている在宅患者が入院治療を必要とした際に、

適切な入院可能医療機関を探し、紹介する仕組みである「後方支

援ネットワーク」の構築を支援する。 

アウトプット指標 本事業を活用して後方支援病院ネットワークの構築に取組む 
医療機関等の数  ２か所（平成３０年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 後方支援病院ネットワークが構築された地域が増加すること

で、安心感をもって在宅医療を提供する医療機関が増加し、入院

医療機関から早期に退院（在宅復帰）される患者が増加すること

で、平均在院日数の短縮に繫がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,000 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 
在宅医療普及啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 在宅医療を推進するためには、在宅医療を提供する側の体制整

備だけでなく、地域住民が在宅医療や介護について理解し、在宅

での療養が必要となったときに、人生の最終段階におけるケアの

在り方や在宅での看取り等も含めた必要なサービスを適切に選

択することが重要。 

アウトカム指標：在宅医療への理解が深まった住民の累計数 

               ４５５人（H29 年度） 

       → ６０５人（H29 年度～H30 年度）   

事業の内容  在宅療養における知識（受けられるサービス内容、利用方法及

び関係する職種 等）について、県民向けに普及啓発を行う。 

アウトプット指標 ・在宅医療の普及啓発を目的としたシンポジウムの開催 
 ３回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 在宅医療の普及啓発を行うことで、事業実施後における住民の

方の在宅医療への理解が深まる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,000 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 
重症心身障がい児安心確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 医療的ケアを要する重度の障がい児を支援する障がい児通所支

援事業所 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療を推進するためには、医療的ケアを要する重度の障がい

児を支援する障がい児通所支援事業所の受入枠を確保し、家族の

介護負担を軽減する必要がある。 

アウトカム指標：新規設置又は受入拡充の事業所の定員数  

１０８人(H30)→１２８人(H31) 

事業の内容 事業所の新規設置又は受入拡充のために必要な備品購入に要す

る費用の一部を補助する。 

アウトプット指標 事業所数 ４か所の増加 
アウトカムとアウトプット

の関連 

事業所の新規設置又は受入拡充により、利用者数の増加が可能と

なる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

667 

民 (千円) 

1,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,000 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 
障がい者（児）歯科医療対応力向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

 

事業の実施主体 徳島県歯科医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

障がい者（児）歯科診療については，治療ができる医療機関が

少なく，課題となっている。 

具体的には,県歯科医師会口腔保健センター心身障害者歯科診

療所での受診は，予約から受診までに２～３か月程度要してお

り，患者である障がい者（児）が適時適切な歯科診察を受け難い

状況にある。 

このため，障がい者（児）歯科診察に関し，患者に身近な地域

の開業歯科医の知識と対応力の向上を図り｢見つける一般医，診

る専門医｣（地域の開業医で予防・早期発見，高度な治療は心身

障害者歯科診療所で実施）の体制づくりに取り組む必要がある。 

この取組により,在宅の障がい者（児）の歯科医療の充実につ

ながる。 

アウトカム指標： 障がい者（児）受入開業歯科診療所 

26 機関（H30 年度当初）→30 機関（H31 年度当初） 

※歯科医療機関数は「医療とくしま」の登録データによる。 

事業の内容 ・在宅要介護障がい者等のための口腔ケアマニュアルの作成 
・障がい者歯科専門医による開業医・関係団体向け講習会の開催 

アウトプット指標 講習会の開催回数 ２回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

講習会の開催により，障がい者（児）受入開業医数の増加に資す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

167 

民 (千円) 

333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 
歯科医療関係者在宅医療対応力向上支援事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県歯科医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

後期高齢者の特性に応じた診療や保健指導に対応できる歯科医

療従事者のレベルアップにより、県内の歯科医療、訪問歯科診療

の向上を図る必要がある。 

アウトカム指標：後期高齢者歯科健診協力歯科診療所数の増加 

  ３８１件（平成 30 年度当初）→３８４件（平成 31 年度当初） 

事業の内容 平成２７年度より後期高齢者に対し、歯・歯肉の状態や口腔清

掃状態等をチェックし、口腔機能の低下や肺炎等の疾病を予防す

るための歯科健康診査を実施しているが、平成３０年度からは在

宅で介護を受けている後期高齢者にも対象を拡大する。そこで、

新たに対象となる方の歯科健診のための「訪問歯科健診マニュア

ル」を作成し、説明会を開催する。 
（１）訪問歯科健診マニュアルの作成 
（２）説明会の開催 

アウトプット指標 説明会参加者数 ２０名 
 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新規協力歯科診療所及び継続協力歯科診療所を対象に、後期高

齢者の特性に応じた診療及び保健指導に関する説明会を開催す

る事業であり、新規協力歯科診療所が増えることにより、後期高

齢者の健診診療所が増え、受診率の向上に繋がる。また、高齢者

の歯・歯肉の状態や口腔清掃などをチェックし、口腔機能の低下

や肺炎等の疾病を予防することにより、健康寿命の延伸にも繋が

る。 
また、マニュアルを作成することにより、在宅訪問歯科診療の充

実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

167 

民 (千円) 

333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) うち受託事業等

32



500 （再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 
医療健康ビッグデータ活用促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ビッグデータの分析から医療資源や医療ニーズに関する情報

を見える化し、入院から在宅医療への移行に係るデータ分析な

ど、関係者間で情報共有できる体制を構築するため、検討会議を

開催する。 

アウトカム指標：平均在院日数 38.6 日（平成２８年度） 

             → 38.0 日（平成３１年度までに） 

事業の内容 診療行為ごとの医療提供実態把握や、在宅医療の利用実績によ

る地域ケアの分析等から医療資源や医療ニーズに関する情報を

見える化し、関係者間で情報共有できる体制を構築するため、検

討会議を開催する。 

アウトプット指標 医療健康ビッグデータ活用推進に向けた検討会議の開催：２回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

検討会議を開催し、入院から在宅医療への移行等に係るデータ

分析に向けて協議を行うことで、在宅医療の更なる推進が図られ

るとともに地域で的確な医療を提供することが可能となり、平均

在院日数の短縮につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

333 

基金 国（Ａ） (千円) 

333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

167 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

  500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 
リハビリ専門職配置支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

55,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

早期の退院（在宅復帰）を目指すためには、一定程度の日常生活動作

を行えることが必要であるので、地域包括ケア病棟や回復期リハビリ

テーション病棟などにおいて、リハビリ専門職によるリハビリを積極

的に行う必要がある。 

アウトカム指標：平均在院日数 38.6 日（平成２８年度）→38.0 日（平

成３１年度までに）  

事業の内容 患者の在宅復帰に向けて、身体機能を一定の水準（自らトイレに行

くことができるなど）で留めておくことで、患者及びその家族のＱＯ

Ｌの低下を防ぐため、リハビリを行うリハビリ専門職の配置を行う医

療機関に対して、その配置に係る経費の一部を支援する。 
ＱＯＬの低下を防ぐことで、在宅復帰が進み、在宅医療提供体制の構

築が図られる。 

アウトプット指標 ・本事業を活用し、リハビリ専門職を配置した医療機関数 ５医療機

関（平成３０年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

リハビリ専門職を配置し、リハビリを行う体制を整えた医療機関数が

増加することで、早期の退院（在宅復帰）に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

55,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

36,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,333 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

55,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 
ＩＣＴ地域医療・介護連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,476 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 入退院を繰り返す在宅療養患者の傾向を把握し、効率的な在宅

医療の提供を行う体制の整備が必要。 

アウトカム指標：システム登録延べ患者数  

４２５名（平成３０年２月）⇒ ４５０名（平成３２年度末）  

事業の内容 平成２９年度までに構築したＩＣＴを用いた在宅医療システ

ムの運用を行い、在宅医療を提供する医師を中心とした多職種が

当該システムを円滑に利用できる体制を継続する。 
症例検討をベースにした情報共有体制を構築し多職種間でシス

テム活用された症例について共有し、在宅における重症症例や看

取り症例の受入体制を構築する。 

アウトプット指標 在宅医療支援システム導入郡市医師会数 
９団体（平成３０年２月）→１２団体（平成３１年度末） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 在宅医療に関するデータを分析した結果を用いて、地域の郡市

医師会を支援する在宅医療支援システムの構築を行うことで、地

域の特性（中心地域／中山間地域）に応じた効率的な在宅医療の

提供体制が構築され、システム登録患者数が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,476 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,584 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

792 

民 (千円) 

1,584 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,376 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,100 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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（１） 事業の内容等

1 （介護分）】

千円

30 年 4 月 ～ 31 年 3 月

総事業費 （千円） 基金充当額 （千円）

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

国 （千円）

（Ａ） （注１） （千円）

都道府県 （千円）

（Ｂ）

計 （千円）

（Ａ＋Ｂ） （注２）

その他（Ｃ） （千円） （千円）

122,200

未定
備考（注３）

基金

うち受託事業
等（再掲）

事業に要する費用の額

　
金
　
額

民

122,200

81,466

81,466
40,734

公
（国費）にお
ける公民の
別

④介護サービスの改善
を図るための既存施設
等の改修

74,200 49,466 24,734 未定

③介護保険施設等の
整備に必要な定期借地
権設定のための一時金

②施設等の開設・設置
に必要な準備経費

48,000 32,000 16,000 未定

①地域密着型サービス
施設等の整備

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 国(A) 都道府県(B) (C)

(千円) (千円) (千円) (千円)

アウトカムとアウトプットの関連 地域密着型サービス施設等の円滑な開所・開設に必要な支援を行うことで、地域密着型
サービス施設等の定員総数を増やす。

総事業費 基金 その他
事業内容

【アウトカム指標】

地域密着型サービス施設等の円滑な開所

事業の内容
・介護施設等の開所・開設に必要な準備経費に対して支援を行う。
・介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援を行う。

アウトプット指標 ・開設準備支援　　　　１施設(60床)
・既存施設の改修　　　３施設(106床)

背景にある医療・介護ニーズ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、将来的な施設サービス需要量を踏まえた施設整
備を図るとともに、在宅医療、在宅介護の前提となる高齢者の多様な受け皿の確保を図っ
ていく。

事業の実施期間 平成 平成

徳島県介護施設等整備事業 122,200
事業の対象区域 南部・西部

事業の実施主体 社会福祉法人等

事業名

３．計画に基づき実施する事業

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業）

事業の区分 ３. 介護施設等の整備に関する事業

【Ｎｏ． 【総事業費（計画期間の総額）】
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  事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 
 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.22（医療分）】 
地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

379,928 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

人口１０万人当たりの医師数について、徳島県内各医療圏域で大

きく異なっており、医師の地域偏在が顕著である。 

アウトカム指標：南部及び西部圏域における人口１０万人当たり

医師数 

南部圏域：２５６．７人（H28）→２６０．０人（H30） 

西部圏域：２００．０人（H28）→２０２．０人（H30） 

事業の内容 地域医療対策を担う医師の「キャリア形成」や「医師の配置調整」

など医師確保対策を総合的に行うため、徳島大学に「徳島県地域

医療支援センター運営事業」を委託するとともに、県内中核病院

や徳島大学、県医師会等とも連携し本県における地域医療の安定

的な確保を図る。 

アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数：１５人 
・キャリア形成プログラムの作成数：延べ５２プログラム 
・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数

の割合：１００％ 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域枠卒業医師の配置調整やキャリア形成プログラムの作成に

より、医師不足が進む地域での医療に従事する医師を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

379,928 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

122,700 

基金 国（Ａ） (千円) 

172,619 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

86,309 

民 (千円) 

49,919 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

258,928 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

121,000 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.23（医療分）】 
看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,271 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 三好市医師会准看護学院・南海病院付属准看護学院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化，保健・衛生・福祉の充実などにより平均寿命が延

伸した一方で，出生数は減少し，少子高齢化が進展すると共に，

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年には，世界に例のない超

高齢多死社会を迎え，その後も高齢化が進展すると推計されてお

り，これらの状況を見据えた，看護職員の養成確保対策のさらな

る推進が必要である。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 看護師等養成所の運営に必要な経費を補助する事により，看護職

員の養成確保を図る。 

アウトプット指標 補助を行う看護師等養成所 ２箇所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所運営に必要な経費を補助することにより，看護職

員の養成確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,271 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

12,847 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,424 

民 (千円) 

12,847 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,271 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.24（医療分）】 
小児救急医療体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

84,397 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日（以後継続予定） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

安心して子育てができる社会の実現のため、小児救急医療の提供

体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：小児救急医療体制を確保した二次医療圏数の維

持 

 ３医療圏（平成 29 年度）→３医療圏（平成 30 年度） 

事業の内容 小児救急拠点病院及び小児救急輪番病院の運営補助により小児

救急医療提供体制の確保を図る。 

アウトプット指標 小児救急拠点病院及び小児救急輪番病院の数 ４機関 
 

アウトカムとアウトプット

の関連 

圏域ごとの小児救急医療提供体制を確保することにより、安心し

て子育てができる環境を堅持する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

84,397 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

56,265 

基金 国（Ａ） (千円) 

56,265 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

28,132 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

84,397 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.25（医療分）】 
小児救急電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,747 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部･南部･西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日（以後継続予定） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

子どもの急な病気・怪我について、医療機関を受診すべきか、救急

車を呼ぶべきか等、親が判断に迷い、不安に感じるケースがある。 

これを取り除くことにより安心して子育てを行える社会の実現を目指

すと同時に、小児救急医療機関の負担を軽減し、現在の小児救急医療

体制の維持に努める必要がある。 

アウトカム指標：不要不急の小児救急患者の減少 

（軽症救急搬送率全国平均（H29 速報値 48.5%）以下を 

堅持） 

事業の内容 小児の急な発熱等に対し適切な助言を行う電話相談窓口を設置するこ

とにより、保護者の育児不安を解消する。 

アウトプット指標 小児救急電話相談件数 年間 8,000 件 
アウトカムとアウトプット

の関連 

電話相談事業を実施することにより、保護者の不安を解消して安心し

て子育てを行える社会の実現を目指すとともに、不安の解消から軽症

の小児患者の救急受診の抑制に繋げ、このことにより、小児救急医療

機関の負担を軽減して、地域の小児救急医療体制の維持を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,747 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

150 

基金 国（Ａ） (千円) 

17,831 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,916 

民 (千円) 

17,681 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

26,747 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.26（医療分）】 
病院内保育所運営補助事象 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

61,064 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 病院等(公立・公的除く。) 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員の勤務環境を改善することにより，看護職員の離職防止

や潜在看護職員の再就業の促進を図ることで，医療体制を整え

る。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 医療従事者の離職及び潜在看護職員の再就業を促進するため，病

院内保育所を設置する病院等に対して，病院内保育所の運営に必

要な給与費等を補助する。 

アウトプット指標 運用対象施設数 ８施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育所へ運営補助を行い，子育て中の看護職員の離職防

止や再就業の促進を図ることにより，県内で働く看護職員の確保

に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

61,064 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

34,043 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

17,021 

民 (千円) 

34,043 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

51,064 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

10,000 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.27（医療分）】 
看護学生臨地実習指導体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,043 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県・徳島県看護協会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子高齢化の進展や医療の高度化，専門分化に対応し，県民の保

健医療ニーズに応じることができる資質の高い看護職員を養成

し確保することが必要となっている。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 効果的な実習指導ができる知識・技術を習得した実習指導者の養

成確保を図ることから，看護学生の臨地実習指導等にかかる環境

を整え，質の高い看護職を養成する。 

アウトプット指標 保健師助産師看護師等実習指導者講習の修了者数 20 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

実習指導者の育成により，看護学生の臨地実習指導に係る環境を

整えることで，実践能力の高い看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,043 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

367 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,695 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,348 

民 (千円) 

2,328 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,043 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,328 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.28（医療分）】 
新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,988 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県(徳島県看護協会に委託)・各実施病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護の質の向上，医療安全の確保，早期離職防止の観点から，新

人看護職員研修は不可欠であり，研修を通して臨床実践能力を図

る。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 新人看護職員に対して研修等を実施する病院及び受け入れ研修

を実施する病院等への補助を行うとともに，研修責任者研修等を

行う。 

アウトプット指標 新人看護職員研修の実施病院への補助 １０箇所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

新人看護職員研修を行う病院への補助を行うことで，仕事や生活

に不安が多い新人看護職員の早期離職防止に繋げ，県内での就業

定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,988 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,325 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,663 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,988 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,772 

その他（Ｃ） (千円) 

1,000 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.29（医療分）】 
看護職員勤務環境改善推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,243 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県(徳島県看護協会に委託)・各実施病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病院や診療所等を中心に，看護職員の不足感が続く状況の中，看

護職員の確保定着が従来にも増して重要となっており，看護職員

の確保定着には，看護業務や職場環境の改善，看護職員の教育体

制整備等への取組が不可欠である。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 看護職員の勤務環境改善の促進及び看護の質の向上を図るため

に，短時間勤務制度，看護補助者導入を行う施設に対しての補助

等を行う。 

アウトプット指標 勤務環境改善への取り組み検討施設 １か所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

各施設が看護業務や職場環境の改善などの取組について検討し， 
勤務環境改善の取組を推進することで，職員の離職防止に繋げ， 
県内で就業する看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,243 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,829 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,414 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,243 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,162 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.30（医療分）】 
女性医師等就労支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,992 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

女性医師は貴重な医療資源であるが、出産、育児等により、医療

に従事し続けることが難しくなっている。 

アウトカム指標：県内で従事する女性医師数 

５４６人（平成２８年度）→５５０人以上（平成３２年度までに） 

事業の内容 相談員(ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)を配置し，復職研修申込及び研修受入医療機関

との調整を行う。また，女性医師をサポートするための会の開催

など再就業医療機関の情報収集及び復職希望女性医師への医療

機関情報の提供を行う。 

アウトプット指標 ・女性医療従事者からの相談件数 ３件以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

貴重な医療資源である女性医療従事者に対する相談窓口を設置

し、相談を随時受け付け、一人でも多くの女性医療従事者の有効

活用を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,992 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,059 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,328 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,664 

民 (千円) 

1,269 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,992 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,269 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.31（医療分）】 
産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

42,776 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 １６医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日（以後継続予定） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

分娩を取り扱う産科医・産婦人科医の確保を図るため、これらの

医師の処遇改善に取り組む医療機関を支援する必要がある。 

アウトカム指標：手当支給施設における平成２９年度以降の産

科・産婦人科医師延べ数  

９１人（平成 29 年度）→１６０人（平成 30 年度）  

事業の内容  地域でお産を支えている産科医，助産師の処遇を改善し，その

確保を図るため，分娩手当（分娩１件あたり 10,000 円）を支給

する県内の医療機関に対して補助を行う。 

アウトプット指標 手当支給者数 ５０人、手当支給施設数 １５施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

県内で分娩を取り扱う医療機関への補助の実施により、分娩を取

り扱う医療機関の数を維持する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

42,776 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

19,011 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,506 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

28,517 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

14,259 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.32（医療分）】 
新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,827 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部 

事業の実施主体 徳島大学病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日（以後継続予定） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師の確保を図るため、その

処遇改善に取り組む医療機関を支援する必要がある。 

アウトカム指標：県内の新生児を担当する医師の延べ人数 

平成 26 年度以降の延べ人数 16 人(平成 29 年度)→20 人(平成 30

年度) 

事業の内容  ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師に対しＮＩＣＵに入

院する新生児に応じて手当を支給している医療機関に補助を行

う。 

アウトプット指標 新生児医療担当手当支給回数 ５０回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

新生児医療担当医への手当を円滑に支給し、処遇改善を図ること

により、新生児医療を担当する医師を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,827 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

812 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

406 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,218 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

609 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.33（医療分）】 
医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療従事者の勤務環境の改善を推進することにより，医療従事者

の確保を図る。 

アウトカム指標：県内医療機関従事医師数の増加 

       医師 2,369 人（H28）→ 2,400 人（H32 までに） 

※「医師、歯科医師、薬剤師調査」により把握する。 

事業の内容 医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を

図るため、徳島県医療勤務環境改善支援センターにより、医療機

関の勤務環境改善を図る。 

アウトプット指標 ・医療勤務環境改善のための研修会の参加者数 ３０名 
・医療勤務環境改善支援センターの支援によって勤務環境改善 
計画を策定する医療機関数 １機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 研修会の開催や勤務環境改善マネジメントシステム導入の支

援などを行い、医療機関の勤務環境を改善することで、医師の医

療機関への定着率を高め、ひいては、県内の医療機関に従事する

医師の数の増加につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,667 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.34（医療分）】 
地域医療総合対策協議会費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 地域医療を担う医師の養成・確保や医師派遣の調整を行うこと等に

より、地域における地域医療提供体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標：へき地や市町村等への医師の派遣       

     医師 11 名/年（H28）→ 14 名/年（H32 までに） 

事業の内容 「地域医療総合対策協議会」を開催し、医師の養成・確保や医療

機関の機能分担・連携等について、検討・協議を行う。     

【検討・協議の内容】 

(1)地域医療を担う医師の養成及び確保に関すること。 

(2)医師派遣の調整に関すること。 

(3)医療機関の機能分担と連携等の医療を提供する体制の確保に

関すること。 

(4)へき地保健医療対策実施要綱に基づくへき地医療対策に関す

ること。 

(5)その他地域における医療の確保・充実に関すること。 

アウトプット指標 ・年間開催回数 ２回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 地域医療総合対策協議会を開催することにより、医師派遣の調

整等を行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,667 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,333 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

51



 

 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.35（医療分）】 
地域医療提供体制構築推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

616 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域における医師不足は深刻化しており、地域のニーズに応じた

医療を安定的に提供できる体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標：地域の医療機関との医療従事者の相互交流回数 

月当たり延べ４１回（平成２９年度）→４３回（平成３０年度） 

事業の内容 県立病院と美波、海陽、那賀各町立病院との連携による地域の医

師不足解消に向けた「海部・那賀モデル推進協議会」等における

協議、研究など、地域医療提供体制の構築を推進する。 

アウトプット指標 ・海部・那賀モデル推進協議会への参加医療機関数 ７機関 
アウトカムとアウトプット

の関連 

協議会において地域医療提供体制の構築に向けた協議を行い、地

域の医療機関との医療従事者の相互交流を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

616 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

411 

基金 国（Ａ） (千円) 

411 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

205 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

616 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.36（医療分）】 
感染制御啓発・他業種人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,157 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※以降、継続予定 

背景にある医療・介護ニーズ 新型インフルエンザ、多剤耐性菌に代表されるようなパンデ

ミック感染症やノロウイルス、セラチア菌等の各種の病原体に

よる感染症の予防、拡大防止対策を推進するためには、医療機

関、高齢者介護施設等の医療福祉従事者に対する科学的知見に

基づく感染症対策教育の実施、感染症対策の知見の情報提供や

特定機能病院等の近隣医療機関等への指導助言の充実等が求

められている。 

アウトカム指標：感染性アウトブレイクの保健所への報告基準

策定率 ８９，２％→９０％（平成３０年度までに） 

病院での外来治療中・入院中・他院紹介後に結核と診断された

患者数 平成２９年度８６人→８０人（平成３１年度までに） 

事業の内容 医療施設、高齢者施設等における感染症対策を担当する医療

福祉従事者の資質を向上させるために感染症に関する教育・啓

発に関する研修を実施 
アウトプット指標 研修会参加人数１００人 
アウトカムとアウトプットの

関連 

医療施設、高齢者施設等における感染症対策を担当する医療

福祉従事者の資質を向上させるために感染症に関する教育・啓

発に関する研修を県内５カ所で実施 
事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,157 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,105 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,105 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,052 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,157 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.37（医療分）】 
地域医療従事医師研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域における医師不足の解消に向けて、義務年限明け後の自治医

大卒医師や修学資金の貸与を受けていない地域枠医師などに、県

内に留まって医療に従事してもらう必要がある。 

アウトカム指標： 義務年限明け後の自治医大卒医師の県内定着

数 ３７名（H27）→４２名（H31）  

事業の内容 義務年限明け後の自治医大卒医師や修学資金の貸与を受けてい

ない地域枠医師などで、引き続き県内で医療に従事する意志があ

る者へのキャリア形成支援策として、地域医療に関連した専門医

研修や大学院授業料などにおける費用の一部を補助する。 

アウトプット指標 制度の利用 １件 
アウトカムとアウトプット

の関連 

県内で医療に従事する意志がある者のキャリア形成を支援する

ことで、医師の県内への定着を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.38（医療分）】 
看護職員就業確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,002 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化・専門化，住民の医療ニーズの高まり等により，資

質の高い看護職員の養成が必要である。さらに，第七次徳島県看

護職員需給見通しにおいて看護職員の不足がみられるなど，看護

職員の質と量の確保対策は喫緊の課題である。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 看護関係の各種説明会等の開催により看護のイメージアップを

図る等，看護学生の県内定着を推進させるほか，定年した看護職

等の生涯活躍を支援するＡＷＡナースサポートセンター事業の

実施により，看護の質の向上や，在宅医療現場における看護職の効

果的な確保定着を図る。 

アウトプット指標 看護職になるための説明会，出前授業の実施 ３回開催 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職の生涯活躍を支援するＡＷＡナースサポートセンター事

業の実施により，看護職就業人口の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,002 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

781 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,001 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,001 

民 (千円) 

3,220 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,002 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,220 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.39（医療分）】 
へき地看護職員確保・定着推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,319 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

へき地における人口減少及び高齢化は顕著であるが，住み慣れた

地域で最期まで暮らしたいという願いは多くの県民の願いでも

ある。そのような期待に応えるためには，特にへき地において訪

問看護師等看護職の確保・定着が課題である。 

アウトカム指標：訪問看護ステーション従事看護職員数 

 ３３３名  （平成２８年） 

→３３５名以上（平成３０年） 

事業の内容 へき地において，看護学生が地域看護の見学や住民との交流体験

等をすることにより，へき地における人材の確保･定着を図ると

ともに，へき地における訪問看護の提供体制や人材確保等につい

て，多機関と連携し協議を行い，課題解決を推進する。 

アウトプット指標 へき地における看護学生の交流体験   １回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

へき地において看護学生が交流体験を行うことにより，へき地に

おける看護や訪問看護について理解の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,319 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,546 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,773 

民 (千円) 

13,546 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

20,319 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,850 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.40（医療分）】 
看護師等養成所支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

27,515 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護現場は，病院，診療所だけでなく，訪問看護，デイケア，災

害現場等，多種多様となっており，看護職は多方面での看護活動

が求められている中，このような看護現場に適応できる看護職を

養成していくことが重要である。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 専任教員の研修やスクールカウンセリング，地域医療総合情報連

携システムを利用した実習の実施等により，看護師等学校養成所

における看護職員の養成を支援する。 

アウトプット指標 スク－ルカウンセリングを実施する養成所への補助 ２箇所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

遠隔授業検討委員会において，学生の教育等について検討し，教

育環境が調整されることにより，看護職員の養成確保が図られ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

27,515 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

13,253 

基金 国（Ａ） (千円) 

18,343 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,172 

民 (千円) 

5,090 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

27,515 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,490 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.41（医療分）】 
臨床医確保対策推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

 

事業の実施主体 徳島県臨床研修連絡協議会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

平成１６年度に新しい医師臨床研修制度が開始されて以降、研修

医の都心部への流出が進んでいる。一人でも多くの研修医を確保

し、将来の県内の医療人材の確保につなげる。 

アウトカム指標：平成２７年度以降の県内での研修医総マッチン

グ件数 １１５人（平成２７年度）→１９５人（平成３０年度） 

事業の内容 県内に一人でも多くの研修医を確保するため、県・県医師会・臨

床研修病院等で組織する徳島県臨床研修連絡協議会を設置し、関

係団体が一体となって各種事業を推進している。当協議会におい

て、臨床研修病院合同説明会への参加や、指導医養成講習会の開

催などを行う。 

アウトプット指標 臨床研修病院合同説明会で本県の医療機関を訪問した医学部生

の累計人数 ２００人以上（平成３０年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

本県の医療機関を訪問した医学部生に対し、本県の臨床研修病院

のＰＲを行うことで、本県におけるマッチング件数の増加に繋が

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

800 

基金 国（Ａ） (千円) 

800 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

400 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,200 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

800 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.42（医療分）】 
看護職員人材育成推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,481 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 実施病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療や看護を取り巻く環境は，医療の高度化・専門化，医療提供の場の多様

化により大きく変化している。看護師の特定行為に係る研修受講の促進等，

質の高い看護サービスを安定的に提供できる体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：特定行為に係る看護師の研修制度の修了者数増加 

           6 人 (平成 28 年度) 

          →40 人（平成 35 年度） 

事業の内容 看護師の特定行為に係る研修受講を支援すること等，質の高い看護サービス

を安定的に提供できる体制を整備する。 

アウトプット指標 看護師の特定行為研修への派遣補助 ２名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員の高度人材育成推進のために，県内各関係機関との連携・意見 

交換を行う検討会を行う必要がある。 

また，看護師の特定行為に係る研修受講が可能な施設は現在徳島県内にな 

く，特定行為研修の受講支援等を行うことで，高度な看護職員の人材育成 

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,481 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,987 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,494 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,481 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,000 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.43（医療分）】 
看護職員キャリアアップ支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

53,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 大学，実施病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療や看護を取り巻く環境は，医療の高度化・専門化，医療提供

の場の多様化により大きく変化している。専門又は認定看護師養

成研修への受講促進等，質の高い看護サービスを安定的に提供で

きる体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：県内認定看護師数の増加 
 131 名（平成 30 年 7 月） 
→136 名（平成 31 年 7 月） 

事業の内容 高度な知識・技術を有する専門看護師，認定看護師の資格取得を

支援すること等，質の高い看護サービスを安定的に提供できる体

制を整備する。 

アウトプット指標 認定看護師養成研修への派遣補助 5 名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

資格取得に必要な経費等を支援することにより，看護職員のキャ

リアアップ促進を図り，認定看護師等の質の高い看護師を増や

す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

53,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

35,334 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

17,666 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

53,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.44（医療分）】 
看護師等修学資金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

32,800 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日※ 以降継続予定 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

2025 年を見据え，医療看護のニーズが高まるなか，全国に先駆け

て県内人口の高齢化を迎えている本県にとって，徳島県内におけ

る看護職員の確保は重要な課題である。 

アウトカム指標：県内就業看護職員数（人口 10 万人対） 
 1743.6 人（平成 28 年末） 
→1760.0 人（平成 30 年末） 

事業の内容 県内，県外の保健師，助産師，看護師及び准看護師学校養成所

の学生に対し修学資金を貸与し，看護職員の県内定着を図る。 

貸与を受けた学生が徳島県内に就職をすることで返還免除になる

制度であり，県内の看護職員の確保に繋げる。 

アウトプット指標 看護師等修学資金の継続貸与 ５名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

修学資金の貸与を受けた学生が徳島県内定着への割合を高め

ることで，将来に向けた看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

32,800 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

15,200 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,600 

民 (千円) 

15,200 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,800 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

10,000 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.45（医療分）】 
地域保健従事者実践能力強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子高齢化が深刻化し、疾病構造が変化する中、多職種と協働し

た健康寿命の延伸など各自治体の健康課題等に応じた公衆衛生

活動や地域保健活動の質の向上が求められている。 

アウトカム指標：地域保健の質の向上（関係機関及び関係者と協

働できる新任期保健師の割合 42.1％（平成 29 年度）→45％（平

成 31 年度までに））  

事業の内容 健康寿命の延伸や地域包括ケアシステムの構築など、超高齢社

会において複雑化する健康課題に対応できる人材を育成するた

め、地域保健の主要な担い手である保健師等に対し、計画的かつ

体系的な人材育成に向けた研修を実施するとともに、個別性に応

じた人材育成等を行い、連携調整能力や地域に生活する人々の主

体的な活動を支援する能力の強化を図る。 

アウトプット指標 研修会受講者延べ人数 130 名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

研修等により地域保健従事者の資質が向上することで、多職種

との更なる連携による、地域保健の質の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

667 

基金 国（Ａ） (千円) 

667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

333 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.46（医療分）】 
救急医療等「総合力」向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,300 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部･南部･西部 

事業の実施主体 徳島県，徳島県医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師の診療科偏在により救急対応が可能な人材が不足し、医療

機関の救急患者受け入れ機能が低下している。 

また、近年、全国的に交通事故等で多数の傷病者が発生してい

るが、各医療機関において、多数傷病者発生事案に対応するため

のマニュアルの検証や整備が十分ではない。 

アウトカム指標：多数傷病者発生時に活動する医療関係者数  

３２名(H29)→５０名（H30） 

事業の内容 救急病院に勤務している医療従事者や郡市医師会会員を対象

とした、外傷患者対応を行うための研修会や、多数傷病者発生時

の医療機関・医療従事者としての活動内容についての研修会を実

施するとともに、対応マニュアルの検証や整備を進める。 

アウトプット指標 医療従事者向けの研修実施回数 ２回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

効果的な研修会、訓練等を実施することにより、多数傷病者発

生時に効率的に機能する病院を増加させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,300 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,666 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,533 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,767 

民 (千円) 

5,867 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,300 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.47（医療分）】 
後方支援機関への搬送体制支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島赤十字病院等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 救命救急センターにおいては、救急患者の搬送が集中することが

多く、満床となる日も少なくないことから、救急勤務医の負担は

大きく、また、新たな救急患者への対応が制限されるといった現

状があるため、状態の安定した患者を他の医療機関へいち早く搬

送することで、救命救急センターの空床を確保するとともに、勤

務医の負担軽減を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

年間搬送件数 82 件(平成 29 年度)→85 件(平成 30 年度) 

後方支援機関への搬送に携わる医師数の維持 

6 人(平成 29 年度)→6人(平成 30 年度) 

事業の内容  不安定な状態を脱した患者を、搬送元等の医療機関に救急自動

車等で搬送する際の経費に対する支援を行うことで、救命救急セ

ンターの受入体制を維持するとともに、救急勤務医の負担軽減を

図り、勤務医の確保につなげる。 

アウトプット指標 モービルＩＣＵの運用台数 １台 
アウトカムとアウトプット

の関連 

モービルＩＣＵの運用を補助し、救急医療体制の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

167 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

500 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.48（医療分）】 
二次救急医療体制確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 二次救急医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

救急搬送患者を積極的に受け入れる二次救急医療機関を支援し

て勤務医の財政的処遇改善を推進するとともに、三次救急医療機

関に集中している救急患者のうち、二次救急医療機関でも対応可

能な救急患者の受入れを促進することで、三次救急医療機関の負

担軽減と勤務環境改善を図り、救急勤務医を確保する必要があ

る。 

アウトカム指標：救急告示医療機関数の維持 

42 機関(平成 29 年度末)→42 機関(平成 30 年度末) 

救急搬送受入れ1件あたり1名とした場合の給与または手当の支

給延べ人数 17,577 名(平成 29 年度)→17,600 名(平成 30 年度) 

事業の内容 救急搬送患者を積極的に受け入れている二次救急医療機関につ

いて、件数に応じて補助を実施する。 

アウトプット指標 補助医療機関数 １５医療機関 
アウトカムとアウトプット

の関連 

救急搬送受入れ件数に応じた補助によって、二次救急医療機関に

おける救急勤務医の財政的処遇改善を推進するとともに、二次救

急医療機関での受入れを促進することで、三次救急医療機関の負

担軽減と勤務環境の改善を図り、救急勤務医の確保や、救急医療

体制の更なる充実を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,667 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.49（医療分）】 
糖尿病サポーター養成モデル推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部 

事業の実施主体 徳島市医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

糖尿病患者の重症化を予防し、適切な療養を支援するために

は、患者を取り巻く介護職、看護職の医療知識取得や技能向上の

ための、糖尿病教育が必要である。 

アウトカム指標：糖尿病サポーター累計資格取得者数 
50 人（H29 年）→100 人（H30 年） 

事業の内容  糖尿病患者の適切な療養支援体制の確保を図るため、徳島市医

師会において、介護職、看護職等を糖尿病サポーターとして養成

する。 

アウトプット指標 研修会の開催 90 分×6 回／年 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 研修会を行うことにより糖尿病療養に関する正しい知識を持

つ糖尿病サポーターを増やす。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

667 

民 (千円) 

1,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
  

66



(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.50（医療分）】 
離職歯科衛生士再就職支援強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

460 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県歯科医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

離職した歯科衛生士が再就職しやすい環境づくりや負担軽減の

ため、最新情報の提供や子育て支援を行う必要がある。また、離

職歯科衛生士への効果的な情報提供、周知を促進するために、県

内の歯科衛生士を把握できるデータベースが必要である。 

アウトカム指標： 徳島県歯科医師会無料職業紹介事業への歯科

医療従事者の新規求職者数の維持 

 求職者数３人（Ｈ29 年度）→求職者数３人（Ｈ30 年度） 

事業の内容 （１）復職支援セミナーの開催 

   離職歯科衛生士、育休中の歯科衛生士等を対象に、最新の

業務、知識、技能の習得と訪問歯科診療、周術期専門的口

腔ケア等を内容とする研修を開催する。 

（２）研修会場に保育士を配置 

   子育て世代の受講を促すため、研修会場にマミールームを

設置する。 

（３）歯科衛生士登録システムの構築 

   離職歯科衛生士数を把握し、離職歯科衛生士への的確な情

報提供を行い、復職へ繋げるため、他の歯科衛生士養成施設と連

携し、歯科衛生士登録システムの構築を検討する。 

アウトプット指標 復職支援セミナー受講者数 ３０名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

離職歯科衛生士の復職支援等に役立つテーマのセミナー受講に

より、復職に向けて無料職業紹介事業の登録につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

460 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

307 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

153 

民 (千円) 

307 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

460 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.51（医療分）】 
歯科技工士人材確保養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

210 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県歯科医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内唯一の歯科技工士養成所である徳島歯科学院専門学校歯

科技工士科の入学者数は年々減少傾向にあり、全国的にも歯科技

工士数は減少している。 

その一方で、高齢化の進行や口腔環境への意識の高まり、技術

進歩等により、単なる歯の治療にとどまらず、高齢者の特性に応

じた歯科医療や審美歯科等、歯科技工に対するニーズは高度化・

多様化している。 

良質な歯科医療サービスを安定的に供給していくため、歯科技工

士のなり手を確保・養成し、歯科技工士不足を解消していく必要

がある。 

アウトカム指標：歯科技工士養成者数の維持 

５名（平成 30 年度）→５名（平成 31 年度）  

事業の内容 一般社団法人徳島県歯科技工士会と連携し、中高生をはじめとす

る若い世代を対象に、歯科技工士の仕事を幅広く紹介することに

より、将来の人材確保養成に向けた研修会等を開催する。 

アウトプット指標 研修会等参加者数 ５名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

教育課程の早い段階から歯科技工士を志す人材を確保、養成し、

本県における歯科医療サービスの安定的な提供を図る。  

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

210 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

140 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

70 

民 (千円) 

140 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

210 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.52（医療分）】 
歯科医療従事者地域偏在解消対策モデル

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

360 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県歯科医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民の誰もが、住み慣れた地域で生き生きと暮らし続けていくた

めには、医科・歯科連携や在宅歯科診療による口腔ケア・口腔管

理体制の充実が必要であり、そのためには、東部圏域に集中する

歯科医療従事者の現状を把握し、遍く県下全域に行き渡るよう、

偏在を解消するための対策等を検討、実施する必要がある。 

アウトカム指標：  

・平均在院日数  

38.6 日（平成 28 年度）→38.0 日（平成 31 年度までに） 

・徳島市以外の診療所等への医療従事者（歯科衛生士）の職者数

の維持 

  10 人（平成 29 年度）→10 人（平成 30 年度） 

事業の内容 平成２９年度に実施した調査の方法や内容、調査結果についての

検討を行い、歯科医療従事者の地域偏在に関わる現状と将来推計

予測に基づく解決方策等の調査結果を周知する。 

アウトプット指標 調査結果を周知するための講習会等参加者：２０人以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

調査結果を下に対策に関わる合意形成に努め、共通の認識の下、

改善対策に取り組み、県下全域に歯科医療従事者（歯科衛生士）

が行き渡るよう事業推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

360 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

240 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

120 

民 (千円) 

240 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

360 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.53（医療分）】 
医師事務作業補助者配置支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

55,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

事務作業等の診療行為以外の医師の行う業務を補助する者を配

置することで、医師の業務負担を軽減し、医師の勤務環境改善に

寄与する。 

アウトカム指標：県内医療機関従事医師数の増加 医師 2,369

人（H28）→2,400 人（H32 までに） 

※「医師、歯科医師、薬剤師調査」により把握する。 

事業の内容 医師の業務の負担を軽減するため、事務作業等の診療行為以外の

医師の行う業務を補助する者を配置する医療機関に対し、その配

置に係る経費の一部を支援する。 

アウトプット指標 ・本事業を活用し、医師事務作業補助者を配置した医療機関数 

５医療機関（平成３０年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医師事務作業補助者を配置し、医師の負担軽減に取り組む医療機

関数が増加することで、医師に勤務環境改善に寄与し、県内医療

機関で医療行為に従事する医師の増加に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

55,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

未定 

基金 国（Ａ） (千円) 

36,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,333 

民 (千円) 

未定 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

55,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.54（医療分）】 
在宅訪問歯科診療人材確保強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,547 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

東部・南部・西部 

事業の実施主体 徳島県歯科医師会等 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

超高齢社会が進行する中、要介護状態になっても、住み慣れた地

域で安心して生活を続けることができるよう、在宅訪問歯科診療

の普及・促進とこれを可能にするための歯科衛生士の養成を教育

課程においても図る必要がある。 

アウトカム指標：  

・在宅訪問歯科診療に対応できる歯科診療所数の増加  

  ２２２件（平成 30 年度当初）→２２５件（平成 31 年度当初） 

・県内就業歯科衛生士数（人口 10 万人対） 

  148.5 人（平成 26 年末）→160 人（平成 30 年末） 

事業の内容 県内の歯科衛生士養成学校が連携し、歯科関連職種に興味を有

する優秀な人材を確保するとともに、高齢者施設や障がい者施設

等への臨地実習の充実による実践力の強化を通じて、より多くの

専門的な技術を習得した歯科衛生士を養成する。 
（１）県内歯科衛生士養成学校による協議会の開催 
（２）高校生等を対象とした研修会等の開催 
（３）臨地実習等の充実 

アウトプット指標 （１）研修会等参加者数 ２０名 
（２）養成学校の学生５０名に専門的指導を実施 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療・介護のより一層の推進のため、在宅訪問歯科診療に対

応できる歯科衛生士を養成し、在宅訪問歯科診療に対応できる歯

科診療所数を増やすとともに、医療従事者の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,547 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,031 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,516 

民 (千円) 

3,031 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,547 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

72



３．計画に基づき実施する事業

（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業）
（１） 事業の内容等

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主体

事業の期間

事業の内容

アウトプット指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)  (千円)

450 300

(千円)

300

都道府県 (千円)

（Ｂ） 150

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

450 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

事業に要する
費用の額

金額

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

公

基金 国（Ａ）

民 (千円)

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

東部･南部･西部

徳島県

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

市町村が地域包括ケアシステムを構築していく中で、解決が必要な課題があ
る。

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築が進む市町村を増やす。

徳島県介護総合確保推進協議会により課題解決のための支援や検討を行う。

徳島県介護総合確保推進協議会　１回

課題解決策について検討・支援することにより、地域包括ケアシステムの構
築を推進する。

総事業費 基金充当額

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）基盤整備

（中項目）基盤整備

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等）

【No.１（介護分）】 【総事業費

徳島県介護総合確保推進協議会運営事業 （計画期間の総額）】

450千円
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域
事業の実施主
体
事業の期間

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)  (千円)

5,073 133

(千円)

3,382

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 1,691 3,249

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

5,073 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

事業に要する
費用の額

金額

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトプット
指標

公

基金

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

国（Ａ）

アウトカム指標：認知症ケア講座参加者による認知症理解度・介護のイメー
ジ改善（事業所職員30%以上、一般住民等10%以上）

・地域住民を対象に、基本的な介護技術や、自立支援のための介護の知識・
技術を習得するための講座を実施する。

・認知症講座や介護体験のセミナー、イベントの開催等。

・シルバー向け介護講座　５日間
・認知症ケア講座２回(一般住民等50名、事業所職員100名)
・介護体験者　600名、イベント来場者　1,000名

・地域住民に介護や認知症ケアの知識を普及することで、介護人材のすそ野
を広げる。また、介護の魅力を発信する体験型イベントにより介護職に対す
る理解を深めることで、介護職場への人材参入が促進される。

総事業費 基金充当額

介護職場理解促進事業 （計画期間の総額）】

5,073千円

東部･南部･西部

徳島県、民間団体等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

・地域住民の認知症や介護職に対する認識・理解不足により、若者自身が将
来の職業として選択しづらい。

・介護職等への理解を深め、地域における生活支援等の担い手養成推進が不
可欠。

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業

【No.２（介護分）】 【総事業費
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体

事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

12,180

(千円)

8,120

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 4,060 8,120

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

12,180 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

事業に要する
費用の額

金額

事業の区分

事業名 【No.3（介護分）】福祉・介護人材参入促進事業

背景にある医
療・介護ニー
ズ

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

東部･南部･西部

徳島県、社会福祉法人等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

多様な世代からの人材確保及び職場環境イメージの改善が必要

アウトカム指標：福祉・介護職場への就職者数　100人

多様な世代を対象に、福祉・介護の仕事の大切と魅力を伝えるための福祉・
介護体験やセミナー等を実施し、福祉・介護人材の安定的な参入促進を図
る。

福祉・介護体験、セミナー等参加者数　500人

福祉・介護体験、セミナー等を開催し、福祉・介護職場への理解度を深め、
多様な世代からの参入促進を図る。

総事業費 基金充当額

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

（小項目）若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験
事業 【総事業費

（計画期間の総額）】

12,180千円
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体

事業の期間

事業の内容

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

3,750

(千円)

2,500

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 1,250 2,500

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

3,750 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

事業に要する
費用の額

金額

事業の区分

事業名 【No.4（介護分）】　介護担い手養成事業

背景にある医
療・介護ニー
ズ

アウトプット
指標

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

・ひとり暮らし高齢者への「生活ニーズ」調査の実施1,500名

介護サービス（主に生活支援）に関する研修を県内各地域で行うことによ
り、介護サービス事業への理解度を深め、介護周辺業務従事者数増による生
活支援サービス確保を図る。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

東部･南部･西部

徳島県、民間団体等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

高齢者（要支援者や要支援予備軍など）が生きがいを持ちながら、能力を最
大限に生かし、住み慣れた地域での継続した生活を促進。あわせて働く機会
を求めている元気な高齢者が活躍する場の確保という観点を含め、専門性を
持った人材の育成を目指す。

アウトカム指標：介護周辺業務就業　10名以上、

ひとり暮らし高齢者等の「生活ニーズ」のデータ収集　300件

各地域のシルバー人材センター等と連携して「地域の支え合い担い手（生活
援助型ヘルパー）養成研修」などを実施し、要支援者への質の高い訪問型生
活支援サービス実施に対し支援等を行う。

・担い手養成等講座　13回　受講者　650名

・ささえあい勉強会　3回、全国大会等派遣　3回

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」

（小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業

【総事業費

（計画期間の総額）】

3,750千円
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体

事業の期間

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)  (千円)

31,680 8,534

(千円)

21,120

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 10,560 12,586

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

31,680 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

事業に要する
費用の額

金額

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトプット
指標

公

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

・求職者の福祉・介護分野業務への理解度を深め、福祉人材センターの職業
紹介事業に繋げ、シニアの生きがいづくりや福祉・介護現場の人材確保を図
る。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

・多様な人材層のニーズに応じたきめ細やかなマッチングが必要

・人手不足分野である介護現場において「アクティブ・シニア」の活躍の場
を提供し、介護現場への参入促進とシニアの生きがいづくりを推進する。

アウトカム指標：福祉・介護現場への新規参入者　50名

・施設・事業所における詳細な求人の把握と求職者の適性の確認、就業後の
適切なフォローアップ等を行う。

・福祉就職ガイダンス・フェア等の開催。

・「介護助手」導入施設に対し、アクティブシニアとの就労マッチング支援
及びフォローアップによる定着支援を行う。

・福祉就職ガイダンス・フェア等参加者　200名

・アクティブシニアの就労支援等コーディネーター１名設置

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強
化事業

【No.5（介護分）】 【総事業費

福祉・介護人材マッチング機能強化事業 （計画期間の総額）】

    31,680千円

東部･南部･西部

徳島県、徳島県社会福祉協議会等

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進

（中項目）地域のマッチング機能強化
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体
事業の期間

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

2,000

(千円)

1,333

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 667 1,333

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

2,000 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額

における

公民の別

（注１）

高齢社会の進行において、要介護者増の一方、元気な高齢者も増える予測も
ある。退職を控えた方や地域の中高年齢層、子育てが一段落した方など再就
職に一歩踏み出すきっかけ作りが必要。

アウトカム指標：講習受講者中、介護分野就職率８割以上

・介護入門講座を開催（高齢者疑似体験、介護の基礎知識・技術入門、福祉
用具の活用等）するほか、就職支援により、介護分野への就職までのマッチ
ングを図る。

講座受講者20名

未経験でも介護職に興味のある人たちに対する介護分野参入のきっかけとな
る。介護分野の門戸を広げ、介護サービスの質を高めることで、介護業界の
底上げにつながる。また、家族の介護にも役立ててもらい、介護負担の軽減
の役割も期待される。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

【No.6（介護分）】 【総事業費

入門からマッチングまでの一体的支援事業 （計画期間の総額）】

    2,000千円

東部･南部･西部

徳島県、民間団体等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進

（中項目）地域のマッチング機能強化

（小項目）介護に関する入門的研修の実施からマッチングまでの一体的支援
事業
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事業の区分

事業名

事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体

事業の期間

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

事業に要する
費用の額

(千円)

1,400

(千円)

933

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 467 933

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

1,400 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

金額

日本語講座受講者　10名、習熟度測定2回

介護福祉士の資格取得を目指す留学生を継続的に受け入れを進めるととも
に、日本語講座の開講により、介護専門用語の理解と習得・読解力が向上
し、介護福祉士国家試験対策につながる。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

公  (千円)

東部･南部･西部

徳島県、学校法人等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

介護福祉士国家資格取得を目指す留学生の多くは、介護の専門用語等の理解
と活用に困難感を抱いている。そのため、カリキュラム外においても、日本
語力の汎用性を高めるとともに、国家試験受験を見据えた専門知識活用の機
会を設ける必要がある。

アウトカム指標：介護専門用語習得率30％、読解力30％向上

・日本語特別講座の開講（「文字・語彙」「読解」）と習熟度の測定

・日本語学校と連携した外国人留学生募集活動の実施

日本語学校等訪問　100回

留学生対象ガイダンス参加　5回

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業

【No.7（介護分）】 【総事業費

若年世代の参入促進事業 （計画期間の総額）】

    1,400千円
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体

事業の期間

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)  (千円)

21,821 800

(千円)

14,281

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 7,140 13,481

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

21,421 (千円)

(千円)

400

備考（注３）

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）参入促進

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業

【No.8（介護分）】 【総事業費

福祉・介護人材キャリアパス支援事業 （計画期間の総額）】

    21,821千円

東部･南部･西部

徳島県、徳島県総合確保法連携協議会等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

質の高い介護職員の確保のため、職員のスキルアップ、キャリアパスの構築
に取り組みたいが、現状、そのノウハウを持たない事業所も多く、事業所や
職員研修への支援が必要。

アウトカム指標：多職種連携が進んだ介護職員の増

・事業所の形態やサービス利用者の実態等に応じた職員研修

・介護福祉士国家試験受験準備のための研修

・地域の社会福祉協議会や事業団体等がキャリアパス、スキル

アップ等を目的に実施する研修

・複数の施設・事業所が合同で実施する研修　　　　　　　等

各種研修延べ参加者数　2,000人

職員のスキルアップを図るとともに、福祉・介護事業所においてキャリアパ
スの構築につなげる。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

公

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体

事業の期間

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)  (千円)

12,177 7,186

(千円)

8,052

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 4,025 866

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

12,077 (千円)

(千円)

100

備考（注３）

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業

【No.9（介護分）】 【総事業費

介護支援専門員資質向上事業 （計画期間の総額）】

    12,177千円

東部･南部･西部

徳島県、徳島県介護支援専門員協会等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

介護支援専門員を対象とした法定研修を一定の質を確保して実施していくた
めに、指導者やファシリテーションを担う主任介護支援専門員などの人材育
成、また、研修の企画及び評価を実施していく必要がある。

アウトカム指標：自立支援や他職種協働を基本とした質の高いマネジメント
を実現するためのリーダー等を育成する　10名

・介護支援専門員、主任介護支援専門員に係る各種研修の実施

・指導者及び法定研修講師等を養成する研修の実施

・ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄアドバイザー派遣事業

・介護支援専門員研修　11回　受講者650名

・主任介護支援専門員研修　2回　受講者150名

・指導者研修　1回　受講者50名

・資質向上事業検討会　10回

法定研修の実施に必要な指導者やファシリテーターの養成、法定研修のPDCA
の実施により、介護支援専門員の資質の向上を図る

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトプット
指標

公

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体
事業の期間

事業の内容

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

12,432

(千円)

8,288

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 4,144 8,288

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

12,432 8,288

(千円) (千円)

0

備考（注３）

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）喀痰吸引等研修の実施体制強化事業

【No.10（介護分）】 【総事業費

介護職員等によるたん吸引等研修事業 （計画期間の総額）】

    12,432千円

東部･南部･西部

徳島県

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

社会福祉士及び介護福祉士法の改正により介護職員等によるたん吸引等が制
度化されたことに伴う事業

アウトカム指標：介護職員等による医療的ケア（たん吸引）の実施による家
族や看護師の負担の軽減

特別養護老人ホーム等の施設や訪問介護事業所等において、たんの吸引等の
医療的ケアを行う介護職員を養成するために、特定の利用者に対応するため
の研修および複数の利用者に対応するための不特定者研修を開催。

特定者研修　：年2回　30名×２　計60名（訪問介護職員）

不特定者研修：年1回　200名程度(特別養護老人ホーム等職員)

特別養護老人ホーム等の施設や訪問介護事業所等において介護職員が適切に
たん吸引等を行うことができる。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

アウトプット
指標

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体
事業の期間

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)  (千円)

3,000 1,333

(千円)

1,933

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 967 600

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

2,900 (千円)

(千円)

100

備考（注３）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトプット
指標

公

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額

における

公民の別

（注１）

・養成施設卒業生の所在把握調査　1,400名

・介護の知識・技術再習得研修の開催　3回

・マッチングのための就職面接の実施　2回

・潜在的有資格者等の動向を把握し、介護に関する情報提供や研修・職場体
験等の参加機会を提供することで、知識や技術の再確認となり、人材不足の
続く福祉・介護現場就業につながる。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

    3,000千円

東部･南部･西部

徳島県、社会福祉法人等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

社会福祉法人等において、即戦力が期待できる潜在的有資格者を掘り起こ
し、福祉・介護分野への参入を促進する必要がある

アウトカム指標：潜在的有資格者の掘り起こし（400名）による福祉・介護
現場への再就職者の増加

・介護福祉士養成施設卒業者の所在情報等の確認調査の実施

・潜在的有資格者への研修の実施及び再就職のための情報提供

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）潜在的介護福祉士の再就業促進事業

【No.11（介護分）】 【総事業費

潜在的有資格者等再就業促進事業 （計画期間の総額）】
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域
事業の実施主
体
事業の期間

アウトプット
指標

(千円)

6,050

(千円)

3,900

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 1,950 3,900

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

5,850 (千円)

(千円)

200

備考（注３）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトカムと
アウトプット
の関連

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額

における

公民の別

（注１）

・スキルアップ研修の開催

・口腔疾患、口腔ケアに関する介護認定調査員等向け講座の開催

・居宅療養介護支援導入に向けた薬局・薬剤師向け研修会の開催

・各研修受講者　150名

・多職種の専門職による研修等を開催することにより，関係機関

間の連携を強化し，地域包括ケアシステム構築の推進を図る。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

    6,050千円

東部･南部･西部

徳島県、民間団体等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

地域包括ケアシステム構築に向けて、地域包括支援センターの職員の資質の
向上、関係機関間での連携強化、地域ケア会議における専門職による支援が
必要。

アウトカム指標：地域支援センター職員の養成　50名、居宅療養管理指導実
施薬局の増加　20店舗

・自立支援介護に関する技術を指導し、リハビリ専門職との連携

強化を図る研修会の開催

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業

【No.12（介護分）】 【総事業費

地域包括ケアシステム構築支援事業 （計画期間の総額）】
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体
事業の期間

事業の内容

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

6,060

(千円)

4,040

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 2,020 4,040

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

6,060 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

アウトプット
指標

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額 公  (千円)総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

東部･南部･西部

徳島県、市町村、徳島県社会福祉協議会等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

認知症高齢者の増加等、成年後見制度をはじめ権利擁護支援が重要となる
中、福祉サービスの利用援助や成年後見人制度の活用支援、相談支援体制の
整備強化が求められている。

アウトカム指標：権利擁護センターの法人後見支援件数　25件

・成年後見制度と日常生活自立支援事業を包括的に支援する県権利擁護セン
ターの機能強化を図り、相談・申立て支援や、行政・専門職団体・支援機関
等とのネットワークの強化、生活支援員や市民後見人等の人材を養成するた
めの研修等を実施。

・関係機関連絡会議の定例的開催

・専門員・支援員・関係機関の研修会参加者数　150名

生活支援員や法人後見支援員等地域で権利擁護活動ができる人材を育成し、
成年後見制度の普及啓発に務め、制度利用に繋げる

（大項目）資質の向上

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）権利擁護人材育成事業

【No.13（介護分）】 【総事業費

権利擁護人材育成事業 （計画期間の総額）】

    6,060千円

５．介護従事者の確保に関する事業
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体

事業の期間

アウトプット
指標

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

3,250

(千円)

2,000

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 1,000 2,000

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

3,000

(千円) (千円)

250

備考（注３）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額

介護予防事業等に関わるリハビリテーション専門職を増やし、各地域で実践
することにより、要介護等認定者を減少につなげる。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

東部･南部･西部

徳島県、民間団体等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

要介護等認定者の中でも要支援レベルが急増している。要支援レベルの原因
は運動器疾患が半数を占めており、高齢者の運動指導を担うリハビリ専門職
を養成し、高齢者の社会参加促進を図る必要がある。

アウトカム指標：介護予防に関わるリハビリ専門職50名育成

・介護予防推進リーダー研修の実施

・介護予防研修（基本、応用）の実施

・地域包括ケア基本研修の実施

各研修会受講者合計　130名

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）資質の向上

（中項目）キャリアアップ研修の支援

（小項目）介護予防の推進に資するOT,PT,ST指導者育成事業

【No.14（介護分）】 【総事業費

介護予防推進リーダー研修事業 （計画期間の総額）】

    3,250千円
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体
事業の期間

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

560

(千円)

333

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 167 333

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

500 (千円)

(千円)

60

備考（注３）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトプット
指標

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

新入介護職員の定着には介護職を適切に指導するエルダー、メンター制度が
不可欠であるが、現在の多くの介護現場では重要性は理解されておらず、制
度の位置付けがされていない状況である。制度導入を促進し、新入職員の早
期離職防止と定着促進による介護サービスの質の向上を図る必要がある。

アウトカム指標：制度導入検討者　受講者の30%、中堅職員の理解度向上

・エルダー、メンター制度導入のための研修会の開催

・制度導入施設への訪問

・中堅職員（エルダー、メンター候補者）に対する研修会の開催

研修開催　3回

研修受講者　事業所管理的立場の職員30名、中堅職員30名

エルダー等の養成により新人介護職員の組織的育成を図り、早期離職防止と
定着促進による介護サービスの質の向上に繋げる。

総事業費 基金充当額

【No.15（介護分）】 【総事業費

新人介護職員に対するエルダー・メンター制度等
導入支援事業

（計画期間の総額）】

    560千円

東部･南部･西部

徳島県、社会福祉法人等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）労働環境・処遇の改善

（中項目）勤務環境改善支援

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業
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事業の対象と
なる医療介護
総合確保区域

事業の実施主
体
事業の期間

アウトカムと
アウトプット
の関連

(千円)

1,300

(千円)

867

都道府県 (千円) (千円)

（Ｂ） 433 867

(千円) うち受託事業等
（再掲）(注2)

1,300 (千円)

(千円)

0

備考（注３）

５．介護従事者の確保に関する事業

（大項目）労働環境・処遇の改善

（中項目）勤務環境改善支援

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

【No.16（介護分）】 【総事業費

雇用管理改善方策普及・促進事業 （計画期間の総額）】

    1,300千円

東部･南部･西部

徳島県、民間団体等

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

介護労働安定センターにおける事業所調査（H28.10実施）において、「介護
職員処遇改善加算（以下「加算」）」対応状況は約75％であり、さらに処遇
改善に取り組む必要がある。

アウトカム指標：加算取得事業所の増、介護職員の処遇改善

・介護職員の処遇改善に係るセミナーの開催

・介護事業所への相談員の派遣

・セミナー開催　3回　受講者　30名

・個別相談実施　18回

介護事業所に対するセミナーを実施する等、処遇改善加算について周知を図
ることで、処遇改善加算Ⅰを取得する事業所が増え、介護職員のさらなる処
遇改善に繋がる。

総事業費 基金充当額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） （国費）

における

公民の別

（注１）

事業の区分

事業名

背景にある医
療・介護ニー
ズ

事業の内容

アウトプット
指標

公  (千円)

基金 国（Ａ）

民

計（Ａ＋
Ｂ）

その他（Ｃ）

事業に要する
費用の額

金額
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